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対照 ユズ精油 リモネン γ-テルピネン

高濃度炭酸ガス処理装置
（簡易型）

トランスデューサ
非破壊検査装置

前腕部に磁場曝露磁気治療器の磁束密度分布

20190129修正済み20190129修正済み

1．イチゴ鮮度保持技術の開発
　イチゴ果実の輸出に対応した品質保持技術として、天然抗菌物質
の精油に着目し、４種の精油成分で試験した結果、ユズ精油におい
てイチゴ果実の品質保持傾向が見られました。ユズ精油成分のリモ
ネン＆γテルピネンが有効で２１日後までカビを抑制する事が判明
しました。

２．機能性研究
　培養細胞や疾患モデル動物を用い、イチゴ成分（ポリフェノール）
を調査したところ、糖尿病や高尿酸血症を抑制する成分を発見し、
高尿酸血症に関しては特許2件を出願し国際誌へ論文を発表しまし
た。イチゴ成分（リグナン）の代謝物質による２型糖尿病と脂質異常
症の抑制作用を見出し、国際誌へ論文を発表しました。イチゴ種子
エキスの皮膚光老化抑制作用も確認しました。更に、イチゴ成分の
筋萎縮抑制作用を確認し、その機構を解析中です。

３．イチゴ疾病の高感度迅速検出法の開発
　イチゴに甚大な被害をもたらす炭疽
病を短時間（約半日）で検出できる方法
を開発しました。本方法は、目視による
結果判定ができ、特別な装置を必要と
しない現場対応可能な方法です。栃木
県農業試験場と協力し、普及を図ってい
ます。また、イチゴ萎黄病との同時検出
及び疫病の検出やウイルス病重複感染
苗の検出も可能となり、キット製品化を
目指しています。

4．ベンチャー設立□1
　宇都宮大学 村井名誉教授が開発し
た高濃度炭酸ガスによるハダニ駆除技
術の安価な装置“アグリクリーナー”を
製品化し、宇都宮大学発ベンチャー（株）
アグリクリニック研究所から販売を開
始しました。現在、技術指導を行い、普
及に努めています。

５．ベンチャー設立□2
　宇都宮大学及び同大学発ベンチ
ャー・アイ・イート(株)は高品質を維
持したまま無傷で輸送できる大型イ
チゴ用個別包装容器（フレッシェル
®）の開発や輸送時の品質低下要因
の把握と品質保持技術の開発等、
日本産大型完熟イチゴの長距離高
品質輸送技術の研究に取り組んで
きました。その中で輸送先での第三
者による品質評価が重要であると
考え、ベルギーに本部があり、世界
中の飲食品の味を審査し優れた製
品を表彰・プロモーションする機関
の国際味覚審査機構(iTQi)の審査
会に栃木県産大粒完熟イチゴを
2015年から出品してきました。その
結果、2016年～2018年の３年連続
で優秀味覚賞三ツ星を受賞し「クリ
スタル味覚賞」を受賞しました。本
成果は品質が維持できれば日本産
完熟イチゴは海外で充分戦える事
を意味しています。

●研究機能・産業集積高度化地域（平成26年～30年度）

とちぎフードイノベーション
戦略推進地域

参画機関（太字はプログラム実施機関）

産… 栃木県産業振興センター、栃木県経済同友会、
 全農とちぎ ほか
学… 宇都宮大学、獨協医科大学、帝京大学、
 佐野短期大学 ほか
官… 栃木県、県農業試験場いちご研究所 ほか
金… 足利銀行、栃木銀行

【事業概要】 
1. とちぎ特産物、主にイチゴに関する研究開発
　イチゴに含まれる機能性成分の探索では、培養細胞及びモデル動物を用いた生活習慣病に関係する各種評価系
（糖尿病、高尿酸血症、サルコぺニア、皮膚老化など）を構築し、イチゴの抽出物や成分の評価を行っています。また、
イチゴの流通、輸出を図るため、容器開発や鮮度保持試験を行い、安定した流通を目指しています。更に、イチゴの
病害虫を防止するため、高濃度炭酸ガスによるハダニ駆除技術や、各種疾病の高感度迅速検出法の開発を進めて
います。基礎的な検討として、イチゴ品種改良のためウイルスベクターによるイチゴ有用遺伝子解析技術の確立を
目指しています。

2. 知のネットワーク構築
　研究者の強力なネットワークを構築し、県内農業・食品関連機関との情報交換を進めています。

3. 研究設備・機器の共用化
　宇都宮大学・産学イノベーション支援センターで、研究設備・機器を共用化しました。農業・食品関連機関・企業
が活用しています。

4. 若手人材育成（地域資金による事業）
　栃木県、ＪＡが中心となり、イチゴの新規就農者教育を実施。また、宇都宮大学では平成27年度から文部科学省
のCOC+事業を開始。栃木県内への人材供給のため、“フードバレーとちぎ“関連の人材育成を実施しています。

栃木県入庁後、企業局長、栃
木県理事、栃木県産業振興
センター理事長、栃木県信用
保証協会会長を経て、現在
は栃木県産業振興センター
嘱託。

プロジェクトディレクター

伊 藤  勤

http://food-inv.com/

主な成果

とちぎ特産物の多面的高度利用によるイノベーション
～フードバレーとちぎを目指して～

21日後

① 萎黄病菌混合DNA
② 萎黄病菌DNA
③ 炭疽病菌混合DNA
④ 水

① ② ③ ④

フレッシェル入り大粒イチゴ

４年連続の優秀味覚賞

iTQi2018クリスタル味覚賞状

地域イノベーション戦略
　栃木県の強みである50年間連続生産量日本一の「いちご」を活かし、輸出に対応できる安心・安全で安定的な生産・加工技術の開発、機
能性成分の探索、輸出を視野に入れた流通までの一貫したイノベーションを創出し、食関連産業の活性化を通じて国内外での競争力の強
化を目指します。なお、本事業は、食に関連する産業の振興を図る“フードバレーとちぎ”構想の一環として多くの農業者および商工業者の
参加の下、推進するものです。

1．超小型電気磁気治療器の新規開発および国内外学会での発表、
　 論文投稿（ソーケンメディカル、埼玉大学）

（１） 大学：薄型電磁石の開発、磁気治療器の脳機能及び
 血流速度等に関する評価（埼玉大学内研究室で共同研究中）
（２） 企業：超小型電気磁気治療器を開発（2500g→40g→25g）

◆国内学会発表
① 日本機械学会 2017年度年次大会、2017年9月 埼玉大学
② 日本機械学会 2018年度年次大会、2018年9月 関西大学
③ 日本機械学会 D&S2018、2018年11月 読谷村文化センター 
◆国際学会発表
① BioEM 2017、2017年6月、中国・杭州
② IEEE SMC、2017年10月、カナダ・バンフ
③ IEEE AIM、2018年2月、イタリア・ラトゥイール
④ BioEM 2018、2018年6月、スロベニア・ポルトローシュ
⑤ AHFE 2018、2018年7月、米国・フロリダ州オーランド
⑥ iDECON2018、2018年9月、マレーシア・クチン

マレーシアで開催された国際会議iDECON 2018 (The 7th 
International Conference on Design and Concurrent 
Engineering) では、 Best Presentation Award を受賞しました。  

2．超音波センサーの高性能化と超音波診断画像の研究（電気通
　 信大学発ベンチャー企業・スマートエーイー、検査技術研究所）
　開発した非接触超音波
トランスデューサ（写真）
を今後は医療分野に応用
するため、継続して開発を
進めています。

3．３Ｄセンサー技術を用いたデジタル側弯症検診装置
　（エーアンドエー、東洋大学）
　赤外線3Dセンサを使用し、X線検査に比べ 人体への安全性を確
保し、また、従来のモアレ装置より優れた画像表現、精度を実現し
ました。側弯症早期発見の精度向上や重度化防止、医療費低減、検
査技師・医師の負担軽減等に貢献します。
今年度は、装置の高度化のために3次元センサーの見直しを行い、
最適な3次元センサーを選定し、TypeⅡとして販売を開始しました。

4. スマートＱＯＬ（ＳＱＯＬ）技術の創出促進と事業化、海外展開、
標準化、人材育成および研究設備の共用化を行いました。（製品・
技術シーズ集発行、マッチング会、SQOL製品・事業化支援、台湾、
ドイツ、ドバイでの展示・商談会及び海外との交流、JIS規格化、医
療イノベーションフォーラム・ライフイノベーションセミナー・ｅラー
ニングの実施、大学研究設備の共用）

●研究機能・産業集積高度化地域（平成23年～27年度）延長地域（平成28年～平成30年度）

首都圏西部スマートQOL（Quality of Life）
技術開発地域

参画機関（太字はプログラム実施機関）

産… 首都圏産業活性化協会
学… 首都大学東京、電気通信大学、東京農工大学、
 埼玉大学、青山学院大学、芝浦工業大学、東洋大学
官… 埼玉県、東京都、さいたま市、相模原市、
 東京都立産業技術研究センター
金… 西武信用金庫

【事業概要】 
 大学等の知のネットワーク構築 

1.首都圏西部イノベーション推進協議会を運営し、本戦略推進事業の管理や新規事業企画、内部・外部関係機関
との連絡調整の役割を担う事により、スマートＱＯＬ（ＳＱＯＬ）技術の創出促進と事業化実現を推進します。

2.専属の地域連携コーディネータを配置して、大学等の技術シーズの調査や地域企業のニーズ調査とそのマッチ
ング等の実施を通じて、本地域の産学官金の知の統合を進めています。

3.産業支援プログラムを活用してＳＱＯＬ技術の事業化を目指すとともに、保有するアジア、欧米地域の海外ネッ
トワークと連携して、ＳＱＯＬ技術をグローバル市場へ発信し、その普及・拡大を推進します。

4.過去５年間に構築した以下のスキームを活用・強化することで地域に裨益できるイノベーションの構築を継続し
て推進しています。

（1）大学と大企業・中小企業等とのマッチング
（2）海外市場との連携コーディネートプロジェクトの実施
（3）重点プロジェクトＷＧの実施
（4）様々な競争的資金の活用と融合
（5）人材育成、設備の共用化、推進協議会(首都圏西部イノベーション協議会)の実施　

富士電機株式会社を経て、平
成20年より首都圏産業活性
化協会にて研究開発チーム
長、事務局長代行、産学連
携・研究開発部長を歴任。

プロジェクトディレクター

松 本 　 浩 造

http://www.tamaweb.or.jp/

主な成果

首都圏西部地域の産業特性を生かした「産学官金の知の統合」によるSQOL
技術の創出・事業化

地域イノベーション戦略
　首都圏西部地域に集積するイノベーション支援型産業、先端技術を牽引する大学・研究機関および関係機関による「産学官金の知の統
合」を行い、ライフイノベーションおよびグリーンイノベーションを促進します。個々の状況、多様な個別ニーズにも適合した暮らしの質を向
上させるSQOL技術を次々に創出することにより、都市課題の解決と持続的に発展可能な活力ある地域づくりに貢献し、さらにグロ－バル
市場へSQOL技術の普及・拡大を推進します。


